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は じめに

小泉 内 閣の下で 、農 林漁 業 を主 な産業 とす る町村や 地方 都市(以 下 、「農 林漁業 地域 」

とす る)の 困難 な状況 に対 して、 さ らに決定 的 な打 撃が与 え られ よ う として います 。

それ は市 町村合 併政 策で す。 政府 は 「2005年3月 まで に合併 後 の 自治体 数 を1000

にす る」 ことを閣議決 定 しま した。 ア メ とム チ の財政 手段 と強 引な 合併 誘導 策 によ っ

て 市町村 合併 に向けて 協P会 や研 究 会 を設置 した 自治体 数 は2001年12月 現 在で全 市

町村 の62.9%の2026自 治体 とな って い ます 。 しか し、一方 で 、全 国町 村会 は 「いか

な る形 で あれ 合併 を強 制 しな い こ と」 を決議 し、福 島県 矢祭 町 は市 町村 合併 を しな い

「矢 祭 町宣言 」 を決議 す るな ど地方 か ら様 々な危 惧 の声や反 応が 広 が って い ます。

日本 は 、戦 後 の工業化,都 市 化 の過程 を経 て 、現 在、人 口の78%が 都 市 に住 む都 市

型社 会 に変貌 し、一方 、町村 は、総 人 口の22%と な って います 。中 山間地 域 をみ る と、

国土 の68%を 占める大地 に、人 口はわず か14%い る にす ぎ ませ ん。 「農 林漁業 地域 」

で は、過 疎化 ・高齢化 が進 み 、国 内 にお ける位 置 の低 下 は覆 いが た い もの が あ ります 。

しか し、 「農林 漁業 地域 」 は、食 料 の供給 、 国土 の保全 、環境 の保 持 、文化 の伝 承 、

教育 とい った、他 には代 えがた い重 要 な機能 を果 た して います 。「農林 漁業 地域 」が こ

の よ うな機能 を果 た し続 けるた め には、 そ こに人々が住 み 、集落 が維 持 され て いて 、

健全 な農 林漁 業 をは じめ とす る経 済活 動 が営 まれ て いな けれ ばな りませ ん。と ころが 、

日本社 会 の現 状 は、「農林漁 業 地域 」の基幹 産業 で ある農業 、林 業 及 び漁業 を危 機 に追

い込 み 、社会 の存続 さえ も危 う く して います 。 国土庁(現 国土交 通省)が 、1997年 、

自然 消滅 の予測 され る農 山村 の集 落 が約2000個 所 にの ぼる と公 表 した ほ どです 。この

よ うな農 山村 地域 の社会 消 滅の危 機 は改 善 され る ことな く、従 来 か らの 自民党 政治 の

中か で さ らに事態 を深 刻 に して い ます 。

小 泉 「構 造 改革 」 と市町村 合併 の路 線 は、 この問題 を改善す る もので な いばか りか
一層悪 化 させ

、国土 の荒 廃 を招 くの もと強 い危 惧 を持 た ざる を得 ませ ん 。

今 こそ 、都 市 と 「農 林漁 業地 域」 の連 帯 と共 生、環 境保 全 と循環 型社 会 へ の前進 を

柱 と して 、農 山漁村 の活 性化 にむ け 日本 の政治 を大 き く転 換す る と ともに、住 民 自治

を発揮 し地 域住 民 の主体 的活 力 を活か す ことが強 く求 め られ て い ます 。

自治 労連 は、 「① 政府 ・財 界 の一方 的 な 『市町村 合併 』 の押 し付 け に断固反 対す る。

② 住 民 に対 して 『市 町村 合併 』 をめ ぐる状 況や 情勢 を正確 に伝 え、住 民 と とも に 「ど

んな まちづ く り」が 求 め られ て い るのか を議論 して い く.③ 自治体 労 働組 合 として 『市

町村合 併』 が どの よ うな影 響 を与 え るのか を検 討 し、 「自治体 のあ り方」 「職 員 のあ り

方 」 を考 え、 自治研活 動 を進 め る」 ことを運動 の基 本 と して き ま した 。そ して 小規模

町村 、 と りわ け中 山間地 域 の 自治体 が 「合 併 して も地獄 、合併 しな くとも地 獄」 とい

わ れ る 中で 、 「中山間地 域研 究会 」 を設置 し、調査研 究 を進 めて き ま した。

私 た ちは、 昭和 の市 町村 合併 を経験 した 町村や 、誇 りを もって豊 か な地域 づ く りに

努 めて いる小規模 自治 体 を調査 しま した。そ の調査結 果 を踏 まえ て言 え る ことは、「合

併 は豊 かな 『農 林漁業 地域 』を亡 ぼす 」「合併 をせ ず に、豊 かな 『農 林漁 業地 域』を築

く力や 可能性 はあ る」 とい う ことです 。

私 たち は、住 民 自治 を生か し、 豊か な 「農林 漁業 地域」 をつ くるた め に、 押付 け の

市 町村合 併 でな く地域 を繁 栄 させ る 「もう一つ の道」 を提言 します 。

この素案 をも とに、幅広 いみな さん の検 証や 討論 によ って、 さ らに豊 か な ものに し

て いた だ く討論 をお願 いす る もので す。
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小さくても元気な自治体づくりへの提言(素 案)
一 強制 的な市町村合併 でな く、地域 と地方 自治 を発展 させ る 「も う一つの道」一

日本 は、 都市 化社 会 の裏面 で 、 「農 林 漁業 地 域 」 は全体 として過 疎化 、高 齢

化 し、 「農林 漁 業地 域 」 が本 来 的 に もって い る役割 を低 下 させ て きた か にみ え

ます。 このひず み が、現代 社会 の 閉塞状 態へ とつなが って います 。 日本社 会 の

再 建 の た め に も、 こう した 「農林 漁 業地 域 」 が もつ 食料 の供 給 、 国土 の保全 、

環 境 の保 持 、文 化 の伝 承 、教 育 的機 能 とい った他 にか えが た い重 要 な役割 を、

も う一 度見 直 して い く ことが必要 です 。

市 町村合 併 によ って 「農林漁 業地 域」を都市 内の辺地 につ な ぎ とめ る ことは、

決 して地 域 の発展 を保 障す る もの でな いばか りか、 「農 林漁 業 地域 」 の個 性 と

発展 の芽 を摘 み とる ことに もな りかね な ませ ん 。強 制 的な 市 町村 合併 で な く、

地域 と 自治体 をのび のび と発展 させ る 「もう一つ の道」一 「小 さ くて も元気 な

自治体 づ く りJを 自治 労連 は提案 します 。

1."小 さ くて も元 気 な 自治 体 づ く り"の4つ の 視 点

第一 は、国 の経 済 ・財 政政策 を、21世 紀 の環境 保全 と循 環型 社会 にふ さわ しく

転換す る ことです 。

「農 林漁 業 地域 」 の困難 の要 因は、過 疎化 して地域 活動 を担 う若 者 が少 な い

とい った よ うな地 域 の 内部的要 因 とと もに、国の施策 が住 民 と地域 を守 るよ う

に働 いて いな い こ とです 。

① い ま求 め られ る の は、政 府が 農産 物 や木 材 の輸入 自 由化 政策 を見 直 し し、

「農林漁 業地 域 」 を苦 境 に追 い込 む政 策 を転 換す る ことです 。 国民 の食料 の安

全 、 いのち の安全 、暮 らしの安心 を守 るため の民主 的 ルール づ く りや 、大 企業

な どの民主 的規 制 、 「循環 型社会 」の推進 が必 要で す 。 また 、都市 と 「農林 漁業

地 域」 の共存 、互恵 関係 を国是 にす える必 要が あ ります 。

② 市 町村 合 併 で 、 「農林 漁 業地 域」 の抱 え る 問題 を地方 自治体 に押付 け るの

で な く国家 と して 国 の責任 を明確 に した い対 策 をつ よめ る ことです 。 と くに

財源 対策 が 重要 で す。地 方交 付税 見直 しで 、財源 保 障機 能 が正 当 に論議 され

て いな い な ど、小規 模 自治体 の財 政 問題 をいよ いよ深 刻 に して い ます 。 どこ

で く らして も生活権 の保 障 をお こな う ことは国 の責任 です 。 町村 の実 態 に適

合す るよ うに、地方 交 付税制 度 を改 善す る こと、「森林 交付税 」の創設 な どで

国土 や 山林 の保 全 、「農 林漁 業地域 」の景 観 な どの面 か らの手 当 の充実 が必 要

です 。
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第 二 は、地方 自治 を強化 し、 自分 た ちの地域 は 自分 たち で立て 直す とい う自前

の発展努 力です 。

先ず 地域 の将 来像 を地 域住 民が共 有 し、将 来像 の実現 にむ けて地 域 の共 同の

力 を発 揮す る ことです 。多 くの 「農林 漁業 地域 」が もって いた複合 経営 、複合

収入 の強 さ を、今 日の条 件 に合 わせ て生 か して い くこ とが重 要で す。そ の ため

には、

① 地域 にお ける 「共 同」部 分 の再建 と強化 です 。 かつて 「農 林漁 業地 域 」

の社会 に 「公 」 と 「私 」 の間 に存 在 して いた 「共 」(共 同)に 光 をあて る こ

とです 。 高知県 馬 路村 の今 日を築 いた のは 、村 の農協 を 中心 に した この努

力です 。 小布 施 町 の 「六次産 業 セ ンター 」 は、 生産 、加 工 、流通 ・販 売 を

一貫 して お こな う、 一.の 複 合 経営 で あ り、愛媛 県 内子 町 の直 販店 「か ら

り」は、農 家 の野菜 生産 と販売 をむ す んで年 商3億 円以 上 を あげて い ます 。

② 公 共事 業頼 みか らの早期 脱 却 をすす め 、不況 だか らこそ公 共事 業 よ りも雇

用効果 が 大 きい福 祉 ・医 療な どに投資 を移 し、地域 内 に新 しい雇 用 ・就 業の

場 を開発す る ことです 。 島根県 石見 町 で は、福祉 ・医 療で 約300人 が働 いて

います。 弱者 にや さ しい社 会 づ く りが経済効 果 を もた ら し、そ れが 日本 経済

の基礎 体 力 の強化 とな ります 。

③ こう した地 域 の活 力 を引 き 出 し発揮 す るた め に も自治 体 の運 営 に、主権 者

で あ る住 民 の参 加 を促 す システ ム をつ くる こ とです 。 また 、平和 、基 本 的人

権 、住 民福祉 、環 境保 全 、 を重視 す る ことが大 切で す 。そ して 、行 政 の機 能

をたか め るため に、 自治体 の 自治機能 をいか しつつ 必要 に応 じて広域 的 な一

部事 務組 合や広 域 連 合 を くみ、 あ るい は市 町村 問で 「協 力 」 をす るな ど、多

様 に展 開す る ことで す。 市 町村 自体 は しっか りと存 在 して広 域 ・狭域 双 方 の

行政 のなか で コー デ ィネ ー ター の役割 を果 たす ことです 。広 域 自治体 と して

の都 道府県 の役割 をあ らた めて位 置付 ける こと も重要 です 。

第三 は、都市 と 「農林 漁業 地 域 」 の連 携 をつ よめ、 これ を地 域づ くりに活 かす

ことです。

政府 や財 界が 地方 交付 税や 市 町村 合併 問題 で意 図的 に都市 と「農林漁 業地 域」

の対 立 を煽 って い る 中で は 、都 市 と 「農 林 漁業 地 域」 の交 流 は、 「農林 漁 業地

域 」 の理解 を深 め る上で 重要 な意 義 を もって い ます 。

対等 な都 市 と 「農林 漁 業地 域」の交 流 ・連携 には、姉妹 都 市交 流、山村 留 学、

産 直 、文 化交 流 な ど、 目的 も レベル も さま ざまで す。 また 、 「第 六 次産 業 」 の

推 進や 、 日本 型 「農林 漁業 地域 」 の滞在 リゾー トの推進 な ど人、物 、情 報 の交

流 を地域 づ く りに活 かす こ とも重 要 です 。
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第 四は、住 民 全体 の奉仕 者 と しての職 務 を 自覚 した 自治体 労働 者 と労働 組合 が

役割 を発揮 す る ことです 。

以 上 の よ うな課 題 をす すめ るた め には 、職員 自 らア ンテナ を広 げ地 域 に入 り、

住 民 と と もに まち づ く りや 地 方 自治 を拡 充 す る仕事 を進 め る ことな ど 自治 体

労働 者 の役割 が重 要 です 。市 町村 合併 は、住 民生活 ・地 方 自治体 の あ り方 にか

かわ る問題で あ り、 また 自治体 に働 く労働者 のあ り方 や体 制 にか かわ る問題 で

もあ ります。

また、 自治体 労働 組合 として 、安 心 して働 きつづ け る ことので き る職場 づ く

りと、地方 自治 の拡 充 の と りくみ を積 極 的 にす す め る ことが 重要 です 。現 在進

め られ て い る 「公 務 員制 度 改革 」 は、 「全体 の奉 仕 者」 か ら財 界 や 小泉 「構 造

改革 」な ど政権 に奉 仕す る公 務員 、住 民 の ことよ りも任命権 者 か らの 自分 の評

価 を第1に 考 え る公務 員 をつ くる ことを進 め る もので 、住 民 自治 の発 展 のた め

につ くす公 務 員 の あ り方 とは逆行 す る もので す。

2.具 体 的提案

7.「 農林漁業地域 」力唾 専な社会的役割を発揮し続叶るたあに

今 日、 グ ローバ リゼー シ ョン と大都 市化 が進 展す る 中で 、食 料 の供給 、国土

の保全 、環 境 の維持 、文化 の伝 承 、教育 の機 能 な どの重要 な社 会 的役割 を果 た

して きた 「農林 漁業 地域 」 の位 置付 けが低 下 し続 けて います 。そ して 、農林 漁

業 の後 継 者 が 少 な くな り、 「農 林漁 業 地域 」 の社 会 の存 続 が危 ぶ まれ る事態 と

な って います 。

この原 因 とな った農 林 漁業 軽視 の政 策 を抜本 的 に転換 し、農 林漁 業 と 「農林

漁 業地 域」 が本来 の役割 を発揮 で き るよ うにす る ことを提 案 します。そ のた め

に は、 「農林 漁業 地域 」 が経済 的 に豊か にな り、 「農林 漁業 地域 」 ら しい生活 条

件が整 い、地域 に責任 を持 て る 自治体 の確 立 が急務 です 。

この ため に は、国 と都 市 と 「農 林漁 業地 域」 が 、そ れぞ れ次 の よ うな役割 を

果 た さな けれ ばな りませ ん 。

(1)国 は、 「農林 漁 業地 域 」 の重 要性 につ いて 、 しっか りと した 国民 的合 意

形成 を図 るため に誠実 に努 力す る こ と。

(2)国 は、 「農林 漁 業地 域 」へ の財 政 支 出 を削減 す る こ とに汲 々 とす る こと

を止 め、 国策 と して 「農林 漁 業地 域」 の再 生 を 図る ため に、財 政 的 、技術

的支 援 を惜 しまな い こ と。

(3)都 市 は、都 市住 民 の豊 か な生活 に とって 「農 林漁 業地 域 」の重要 性 の理

解 を深 め、 「農 林漁 業 地域 」 との交 流 と連 携等 に よ る 「農 林漁 業 地域 」 の

再 生 のた め に具体 的行 動 を起 こす こと。

(4)「 農 林漁 業 地域 」は、都 市 の後追 いをす る こ とな く、 「農林 漁業 地域 」の
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社 会 的役割 を 自覚 し、各地 域 の風 土 と歴史 に根 ざ した 自治 体基 本 条例 の策

定 等 に よって 、個 性 ある 「農 林漁 業地 域 」の社 会づ く りを進 める こ と。

(5)「 農 林 漁業 地域 」 は、都 市 との交 流 と連 携等 を通 じて 、 国民 が 「農林 漁

業地域 」 を理解 す るよ うに働 きか ける こと。

2.元 気な「農林漁業地域」の経済を取り戻すたのに

「農林 漁 業地 域」 の社 会 が維持 可能 な 発展 をす る基 礎的 条件 は、経済 の確 立

です 。政府 は、高度 経済 成長 の時代 か ら一貫 して 「農林漁 業地 域 」へ の企業 誘

致 と公 共事 業 の導 入政 策 を行 って き ま したが 、そ れ によって活 性化 した 「農 林

漁 業地 域 」 は少な く、 む しろ今 日で は、公共 投 資 を生活 の糧 に して しか 生 き ら

れな い依存 型 「農林 漁業 地域」 の経 済 をつ く りだ した 弊害 は大 き い ものが あ り

ます 。

財 政 赤字 に よ って公 共投 資 の削減 が 不 可避 とな った 今 日 こそ 、 「農林 漁 業 地

域 」 の経 済 を本 来 の姿 に立 ち返 らせ る好機 で す 。 「農林 漁業 地 域」 の持 つ豊 富

な 自然 資源 を有 効 に生か して、地 場 資源 活用 型 の資源 循環型 社会 を実現す るた

め に、 「農 林漁 業 地域 」 は 自己努 力 をす る ことが 大 切で あ り、 政府 はそ のた め

に国家 と して の役割 を果 た さな けれ ばな りませ ん。

(1)「 農林 漁 業 地域 」 の経 済振 興 方式 は、外 部 か らの企 業 誘致 等 に全面 依存

す る ことな く、地 域住 民 の 自治 の 力で 、地 域 の産 品、継承 され て きた技術 、

歴史 と文化 、「農 林漁 業地域 」の景観 、人的 ネ ッ トワー ク等 の地域 資源 を活

用 しつ つ発展 す る ことを基 本 とす る こと。

(2)産 業構 造 と して は、第 一次 産業 を基 礎 に、地域 資源 を基 に した加 工産 業 、

観光 ・交流 事業 をお こ し、地域 内部 の産業 連 関 を重 視 した 「6次 産 業 」化

を推 進 す る こと。

(3)資 本 ・人 ・情報 が集 中 した都 市 と対 等 な立 場で 交 流 ・連携 し、 「農 林漁

業地 域 」の経 済発 展 のた め に都 市 の経済 力 を活用 す る こ と。

(4)弊 害が 大 き くな った 公共投 資依 存 型経 済 か らの転換 を急 ぎ、第 一次産 業

の ほか 地域 住 民 の生活 資材 生産 の 関連産 業 や 、福祉 ・医療や 教 育 の分野 に

お いて雇 用 ・就 業機 会 を増や し、「農 林漁 業地域 」の就 業構 造 の改革 を進 め

る こと。

3.充 実した「農林漁業地域」の生活を築くたあに

村 には豊 か な 自然 が あ り、人 々は 自然 に生か され 、 自然 と共 生す る 「農 林漁 業

地域 」の 生活様 式 が あ りま した 。 しか し、近代化 の過程 にお いて 、都市 が進 歩

の モデル とされ 、 「農林 漁業 地 域」 の生活 様 式 は遅 れ た もの と して切 り捨 て ら

れ、便利 さ を得 た代 わ りに 自然 との共 生 の理念 と技 能 を失 い、 「農林 漁業 地域 」
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の誇 りを も失 って きた のです。

自然 との共 生が 注 目され 、 「農 林漁 業 地域 」 の社 会 が再 評価 され る時 代 とな っ

た今 、生活 環 境 の整備 につ いて も、改 め て 「農 林漁 業地 域」 の社 会 の特 性 を踏

まえて 再構 築 す る必 要 が あ ります 。 ま た、 「農林 漁 業地 域 」 の社会 を維 持す る

た め には、都 市 と 「農 林漁 業地域 」 を一 律 に した効率 性 で は評価 できな い要素

が あ り、 「農 林漁 業 地域 」 の特 徴 とニ ー ズ に合 わせ た社 会 資本 の整備 と社会 サ

ー ビス の供給 が必 要 です 。

(1)自 然村 を基礎 に した互恵互 酬 の社 会 秩序 は、生産 か ら生活 まで の地域 社

会 的共 同 と して 「農 林漁 業地域」社 会 の強 さの源泉 です 。高齢 化社 会 の ボ ラ ン

テ ィア ・ネ ッ トワー ク等 と して、 この共 同性 を再 興 させ る こと。

(2)生 活 基盤 な い し生活 環境 は、都市 と同 じ人工 的構築 物 を整 え るだ けでな

く、 自然 や環 境 を考 慮 に入れ た 「農 林漁 業地 域 」型 の整備 とす る こと。

(3)ご み処 理費 用 を引き下 げるた め に も、 国は 自然循環 で きな い物質 の製造

規 制 を強 め 、 「農 林 漁 業地 域」 で は ごみ ゼ ロを 目指 す な ど循環 型社 会 を追求 す

る こと。

(4)人 口が 少 な い上 に分散居住 型 で あ る 「農林漁 業地 域」 で は、公共 下 水道

や集 落排 水事 業 は 、個 人負 担や財 政負 担 もコス ト高 とな る面 が あ り、画一 的 に

進 め るので な く実態 に合 わせ 「四万十 川方 式 」 と して 開発 され た低 コス トの排

水処 理施 設や 、合 併 浄化 槽等 の採用 な どで負 担 を軽減 す る こと。

(5)学 校 や 保 育 所 の存在 は、 「農 林 漁 業地 域 」社 会 の持 続 に とって極 めて重

要 で あ り、効 率 だ けでそ の統廃 合 問題 を処理 しな い こと。

(6)高 齢 化 が進 む 「農林 漁業地 域」 にお いて 、高齢 者 の生活 を支 え る不 可欠

な イ ン フラス トラクチ ャ と して福祉 施設 や公 共 交通 を確保 す る こと。

(7)こ れか らの行 政サー ビス にお いて は、高齢 者 福祉等 の人的サ ー ビス の重

要性 が い っそ う増す ことにな るが 、分 散 す る集落 を持 つ 「農 林漁 業地 域 」で は

労働 効率 が低 くな るた め、 このハ ンデ ィキ ャ ップを考 慮 した 人員配 置 を保 障す

る こと。

4.地 方自治体の行政能力を高のるたのに

政府 は 、「行財 政 能 力 を高 め る」 ことを 口実 に、小規模 自治体 が多 い 「農 林漁

業 地域 」 の 町村 を半強 制 的な 市 町村合 併 に引 き込 も う として います 。 しか し、

重 要な ことは 、矢祭 町が 「合併 しな い宣言 」 で述 べて い るよ うに、市 町村 はす

で に自治 の能 力 を培 ってきて い る とい う事実 で す。 また 、市 町村 合併 は、政府

に とって は統 治機 構 の強化 と国庫 の赤字 対策 で あって も、市 町村 の ため の行財

政能 力 の向 上 には っな が らな い ことはあ き らか です 。

今後 、市 町村 の行 財 政能 力 をい っそ う高め るため に は、次 の こ とが必 要 です 。

(1)国 は 、市 町村 の行政 能力 を弱 めて い る国側 の原 因、す なわ ち地 方交 付税
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の段 階補 正や 事 業 費補 正 を 引き下 げて いる政策 を直 ち に止 め る こと。地 方

交付 税 につ いて は、森 林 が果 た して い る役 割等 「農 林漁 業 地域 」 の多面 的

機能 を社 会 全体 で支 え得 る よ うに、環 境が 重視 され るよ うにな った今 日の

時代 にふ さわ し くナ シ ョナル ・ミニ マム を見直 し、基 準財 政需 要額 の算 定

方 法 を改 める こと。

(2)都 道府 県 は、 国 の行 う半強 制的 市町村 合併 に追 随す るので はな く、実情

に合 わせ て広域 連 合等 の方法 も採 り入れ広 域 的行 政 を担 う役割 を強 め る こ

と。そ のよ うな役 割 の強 化 の ため に も都 道府県 と市 町村 とい う2層 制 の地

方 自治 の堅 持 に努 め る こ と。

(3)市 町村 にお いて は、住 民 自治 を いっそ う強 め 、首 長 を は じめ とす る行 政 、

議 会 及 び住 民 の三者 が 各 々の役 割 を果 た しつ つ協 力 し、そ の総 合力 によ っ

て地域 の発展 を図る こと。

(4)「 農 林漁 業 地 域 」 に は民 間企 業が 少 な く、農 協 、商 工 会 、森 林組 合等 の

準公 共 的 団体 の役割 が 重要 で ある。 これ らの諸 団体 と行 政 が協 力 して 、産

業 を担 う公社 や農 事組 合 法 人等 を育て 軌道 に乗せ る こと。

(5)地 方財 政 の現 状 か らす れ ば、 自治体 の職 員数 が大 輻 に増加 す る こ とは考

え難 く、事 務事 業 の見 直 しに よって行 政効 率 を高 め る と同時 に、個 々の職

員 レベル にお いて企 画 ・立案 能 力 、政策能 力及び 執行 能 力 を格 段 に高 め る

こと。

(6)地 域 と住 民 に接 して 自 ら課 題 を発見 し、地 域 と住 民の ニーズ に応 えて 問

題 を解 決 す る こ とが で き るよ うにす るた め 、① 職 員 が集 団 として 育 つ環境

をつ くる こ と、② 職 員参 加 を保 障す る こと、③ 職 員 が積 極 的 に意 見 を表 明

す る ことを可能 にす る仕 組 み をつ くる こと、④ 自由で 自主 的な研 究 、研修

を保 障す る こと、そ して 、⑤ 安 心 して公 務 に専 念 し、働 き甲斐 が もて る よ

うに労働 条 件 を維 持 ・向 上 させ る ことな ど、職 員 の能 力 を発揮 で き る民主

的 な制度 をつ くる こと。

(7)職 員組 合 の役割 を評 価 し、不 利益 な扱 い を しな い こと。 労働組 合 は積極

的 に行 政 の現状 と課 題 を住 民 に知 らせ 、 国政 と地方 政 治 の民主 化 のた め住

民や 住 民諸 団体 と共 同 して行 動す る こと。

この素案 を もとに 、幅広 いみ な さんの検 証や 討論 に よって 、 さ らに豊 かな も

の に して いた だ く討 論 をお 願 い し、提言(素 案)と いた します 。
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